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１ はじめに
オンライン広告の効果に関する検討は，１９９５
年頃にオンライン広告が誕生してから今もなお続
いている。１９９０年代後半日本のオンライン広告
は，バナー広告とメール広告を中心に展開されて
いた。１９９７年から１９９８年にかけて行ったバナー
広告の効果検証実験から当時のオンライン広告の
効果について，日本広告主協会のデジタルメディ
ア委員会は，オンライン広告の価値は「マスメ
ディアとしての価値」と「インタラクティブメ
ディアとしての価値」であるとした。すなわ
ち，１９９０年代後半のオンライン広告はマスメ
ディア広告と同様の性質を有すると理解されたの
である。一方で，戸田（２０１０）は１９９０年代後半
のオンライン広告において，消費者による広告の
到達率と広告の反応率両方とも低いと述べてい
る。
オンライン広告の到達率は，１９９０年代のイン
ターネット利用環境では，現在と比べて非常に貧
弱なものであった。正田（１９９８）は,当時のオン
ライン広告の表示について，消費者側で画像がう
まく表示されていない，表示に時間がかかるため
に消費者がデータ読み込み中に中断してしまうと
いった広告データの伝達が不確実であるという弱
点を指摘している。しかし，２０００年から日本に
おけるインターネット利用のブロードバンド１）化
が急速に進行し，高品質映像通信やインターネッ
トの常時接続などの条件が備わることによって，
オンライン広告への接触頻度が上がり，広告到達
率が低いという問題がほぼ解決された。
一方，戸田（２０１０）は，オンライン広告の反応
率に関して，１９９０年代後半，消費者がウェブサ
イトを閲覧する際，そのサイトで掲載する広告し
か利用しないといった問題を指摘している。ま
た，消費者が自分にとって関心がある広告しか接
触しないため，広告には懸賞などの明確なインセ
ンティブ（誘因）がなければ，消費者の関心を引
くことが難しいとも述べている。しかしこの問題
についても，２００２年末に Google社が日本で検索
連動型広告のサービスを初めて提供し，２００７年
まで検索連動型広告はオンライン広告の３１.９％
を占め，オンライン広告市場成長の牽引力となっ
た２）。
こうした検索連動型広告の急成長によって，従
来の広告の送り手に代わって，広告の受け手を中
心とする広告配信の重要さはますます広告主に認
識された。２０００年代後半以降，広告の受け手を
中心とする広告配信方式がさらに進化し，消費者
のニーズにアプローチするターゲティング技術が
開発された。例えば２０１１年６月から，Google社
が消費者の興味に基づく広告の配信を提供し始め
たのである（Chen and Jan，２０１４）。現在，オンライ
ン・ターゲティングの追跡手法として，検索キー
ワードだけではなく，IPアドレス３）や cookie４）な
どがあり，消費者にカスタマイズされた広告を提
供するオンライン・ターゲティング広告がオンラ
イン広告市場の主役になっている。
こうしたオンライン・ターゲティング広告にお
いて，Google Adwordsが特に注目を集めている。
その理由として２つが挙げられる。一つ目は，一
番高い市場シェアを有していることである。
emarketerの調査５）によると，全世界オンライン
広告市場シェアの中，Googleの市場シェアが
３１％に達している。また Ofcomの調査６）による
と，日本のオンライン広告市場での状況において
も日本の消費者による検索サイトのアクセス数は
Googleが最も高いと示している。さらに，Goo-
gle社の広告は自分の検索サイトで掲載するだけ
ではなく，パートナーサイトでも掲載している。
Google japanのパートナーサイトは７５個７）があ
り，日本でも１位となっている。以上の状況から
見れば，Googleから提供される広告は日本の一
般消費者との接触率が一番高く，日本のオンライ
ン広告市場に代表的な地位を有していると考えら
れる。二つ目として，Google社のオンライン広
告事業の中でも，オンライン・ターゲティング広
告の役割は主に Google Adwordsが担っていると
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いうことである。
したがって，本稿では，オンライン・ターゲ
ティング広告のターゲティング技術に焦点を当
て，それを代表している Google Adwordsが果た
している役割について，消費者がどのように評価
しているのかを明らかにする。
２ 先行研究
本節では Google Adwordsの概要及びオンライ
ン・ターゲティング広告効果に関する先行研究を
中心に述べたい。
まず，Google Adwordsの公式サイトの資料に
よると，Google Adwords広告のターゲティング
手法として，消費者の検索語句による広告の表
示，商品やサービスに興味を持っている消費者へ
の広告の表示，特定の事柄に興味や関心を持つ消
費者への広告の表示，消費者の年齢や性別など属
性データによる広告の表示，以上の４つが挙げら
れている８）。
第１の消費者の検索語句による広告の表示にお
いて，その検索語句とは，広告を表示するタイミ
ングと場所を決める語句のことである。すなわ
ち，消費者が検索した語句は広告とマッチングす
るために使用されている。Brad（２０１０）は，検
索語句の類型について，明白なキーワード（ex-
plicit），問題を表すキーワード（problems），症
状を表すキーワード（symptoms），製品名＆番号
を表すキーワード（product names or part num-
bers）という４つの類型を提示している。また，
永松（２０１０）は，検索語句の類型としてビッグ
キーワードとスモールキーワードがあると指摘し
ている。ビッグキーワードとは，「カラオケ」や
「不動産」など，検索数が多い１キーワードで構
成されるものであり，スモールキーワードとは，
「カラオケ＋渋谷」のような複数キーワードの組
合せによって消費者の検索目的を表すものであ
る。
第２の商品やサービスに興味を持っている消費
者への広告の表示において，田中（２００８）は，こ
のようなターゲティング手法を用いれば，その商
品やサービスの分野に買い物や情報収集意欲を持
つ，高関与な消費者セグメントにリーチできる可
能性が高くなると指摘している。
第３の特定の事柄に興味や関心を持つ消費者へ
の広告の表示に関するターゲティング手法の仕組
みについて，Bugir（２００９）によれば，こうした
ターゲティング手法を実現するために，消費者に
よる閲覧履歴や cookieなどオンラインの行動
データを利用し，追跡することは必要であると指
摘している。また，これらの情報を分析すること
によって，消費者の将来のオンライン行動も予測
できると述べている。
第４の消費者の年齢や性別など属性データによ
る広告表示の実現方式において，BVDWの調査９）
によれば，オンライン広告会社が消費者の承諾を
得たうえで，消費者の年齢，性別，収入，国籍，
民族などデータを収集し，それをベースにする広
告を提供する。また，これらの属性データの収集
は，常にウェブサイトの登録手続きによって行わ
れていると述べている。
以上のターゲティング手法の主なベネフィット
としては，それぞれ消費者の異なった興味に合わ
せる広告が提供されることにある。近年，オンラ
イン・ターゲティングは流行の話題の１つとな
り，双方向コミュニケーション領域に巨大な役割
を果たしている。次に，オンライン・ターゲティ
ング広告の効果に関する先行研究をレビューす
る。
Jansen and Solomon（２０１０）は小売業における
検索連動型広告を対象として，男女によるオンラ
インでの検索行動の研究を行った。彼らはまず，
男性と女性の検索行動が異なるという仮説を立て
た。そしてマイクロソフトの adCenterを通して
４０００個の検索キーワードをサンプルとして分析
し，その結果として，３９％の検索キーワードは男
性の特徴を持っており，３６％の検索キーワード
は女性の特徴があり，２５％の検索キーワードは
中性的であるという結果に至った。研究の結論
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は，以下の４つに要約できる。一つ目に，オンラ
イン広告のインプレッション数，CTR（click through
rate），CPM（cost per thousand impression），
CPC（cost per click）などのパフォー マンス指標は
性別要因に影響を及ぼしている。二つ目に，男女
の特徴がある検索キ ワーー ドよりも，中性的な検索
キーワ ドーから導かれた広告のパフォーマンスが
高い。第三に，男性向けのキ ワーー ドよりも，女性
向けのキ ワーー ドを用いるオンライン広告のインプレッ
ション数は１０％～２０％，CTRは４０％～１２７％，注
文数は１００％～２００％，投資収益率が７０％～１００％
と増加した。第四に，CTRの統計データから見
れば，女性のほうが検索連動型広告に興味を示し
ている。
Ribeiro-Neto.et al（２００５）はベクトルを構築す
ることでオンライン広告とウェブページのコンテ
ンツをマッチングする方法を明らかにした。具体
的に，広告の各構成要素とウェブページのコンテ
ンツに関する要素をそれぞれベクトルで表示し，
広告の各構成要素を表すベクトルとウェブページ
の要素を表すベクトルのコサイン値を計算するこ
とによって，ウェブページのコンテンツと適合し
ている広告の構成要素が選別できるようになっ
た。この研究では１０種類のベクトルモデルが作
られ，その中で最も優れているモデルは６０％の
適合度を達成している。
Lacerda.et al（２００６）は，遺伝的プログラミン
グ（Genetic Programming）を用いて，ウェブペー
ジを閲覧する消費者の興味を予測し，それと合わ
せる広告の表示方法を実験した。その結果，遺伝
的プログラミング法はベクトルモデルより，広告
の適合度が一層高くなると検証された。
以上のように，これまでのオンライン・ターゲ
ティング広告の効果に関する先行研究は殆ど広告
の送り手の視点であり，広告の受け手である消費
者のオンライン広告への評価に関する研究は少な
いと言える。特に，オンライン広告のターゲティ
ング機能に対する考察はほぼ皆無である。した
がって本稿ではそれを踏まえて広告の受け手であ
る消費者の視点からオンライン広告のターゲティ
ング機能への評価について検討することにする。
ここのターゲティング機能の解釈についてだ
が，機能という言葉は広辞苑（第六版）によれば，
「物のはたらき。相互に連関し合って全体を構成
している各要素や部分が有する固有な役割。ま
た，その役割を果たすこと。作用。」と記されて
おり，国語辞典（第二版）には「物の働き。能力。
作用。」と定義されている。このことから，本研
究のターゲティング機能は「オンライン・ターゲ
ティング広告の各ターゲティング手法が果たして
いる固有な役割」と理解したい。
３ 仮説の設定
消費者の広告に対する心理的変容について，
CAB（認知―感情―行動）というモデルがある
（Ray，１９７３）。このモデルによると，消費者の広
告への認知と感情は直接な関係があると示されて
いる。Zhang（２０１０）は，検索エンジンにおける
キーワード・ターゲティング広告の広告効果に関
する実証研究で，提示された検索キーワード広告
に対する認知度が高ければ高いほど消費者の評価
が高まるとしている。また，Li（２０１３）は，行動
ターゲティング広告の効果に関する影響要因の研
究で，行動ターゲティング広告に対する認知度が
高ければ高いほど消費者の評価が高まると提示し
ている。
そのため Google Adwordsの場合においても消
費者の広告のターゲティング機能に対する認知度
が高ければ高いほど，広告のターゲティング機能
への評価も高くなると考えられる。したがって，
以下の仮説を導くことができる。
H１：Google Adwordsのキーワード検索機能は
消費者の評価に正の影響を与えている。
H２：Google Adwordsの行動追跡機能は消費者
の評価に正の影響を与えている。
Google Adwordsのキーワード検索機能と行動
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H3：H1＞H2
H1
H2
キーワ ドー検索機能
行動追跡機能
消費者の評価
追跡機能において，行動追跡機能より，キーワー
ド検索機能のほうが消費者の評価が高いと考えら
れる。東平（２０１３）によるキーワード・ターゲ
ティング広告と消費者の評価とのつながりに関す
る実証研究では，キーワードさえ消費者に合致す
れば消費者にとって受け入れやすく，有効である
と指摘している１０）。また，総務省（２０１０）「通信
利用動向調査」によると，行動ターゲティング広
告に対して肯定的な態度を持つ消費者は約３３％
があり，肯定的ではない消費者は約６７％がある
と指摘している１１）。したがって，以下の仮説を
提出する。
H３：行動追跡機能よりも，キーワード検索機能
のほうが消費者の評価への影響が強い。
この３つの仮説をまとめてモデル化すると，図
表１のとおりである。
４ 調査の方法
４．１ 調査の概要
Google Adwordsのターゲティング機能におい
て，株式会社マクロミルに依頼し，日本の４７都
道府県，１５歳から６５歳，合計２１０名にインター
ネット調査を実施した。そのうち，男女回答者各
１０５名で，調査実施期間は２０１４年１１月２５日～
２７日である１２）。回答者の年齢構成及び職業につ
いては，図表２のとおりである。
４．２ 調査項目と測定尺度
先述の「２.先行研究」で示した Google Ad-
wordsのオンライン・ターゲティング広告の４つ
のターゲティング手法に基づいて，１４個の調査
項目（Q１～Q１４）にまとめることができる。そ
して評価に関する２つの調査項目（Q１５，Q１６）
は，上記の Google Adwordsの４つのターゲティ
ング手法の第１（消費者の検索語句による広告の
表示）を「キーワード検索機能」，第２（商品や
サービスに興味を持っている消費者への広告の表
示），第３（特定の事柄に興味や関心を持つ消費
者への広告の表示），第４（消費者の年齢や性別
など属性データによる広告表示）を「行動追跡機
能」と命名し，それぞれの機能に対して消費者が
どのように評価するかである。以上の調査項目を
整理し，総計１６調査項目となり，それぞれ５段
階のリッカート尺度（大変良い１⇔５大変悪い）
で評価する。
５ 検証の方法
５．１ 分析方法
年齢 Ｎ ％ 職業 Ｎ ％
１２歳未満 ０ ０ 公務員 ５ ２.４
１２歳～１９歳 １５ ７.１ 経営者・役員 ２ １
２０歳～２４歳 ２３ １１ 会社員（事務系） ２６ １２.４
２５歳～２９歳 １６ ７.６ 会社員（技術系） ２８ １３.３
３０歳～３４歳 ２５ １１.９ 会社員（その他） １９ ９
３５歳～３９歳 ２０ ９.５ 自営業 １４ ６.７
４０歳～４４歳 ２４ １１.４ 自由業 ５ ２.４
４５歳～４９歳 ２４ １１.４ 専門主婦（主夫） ３６ １７.１
５０歳～５４歳 １６ ７.６ パ トー・アルバイト ３４ １６.２
５５歳～５９歳 ２９ １３.８ 学生 ２０ ９.５
６０歳以上 １８ ８.６ 無職・その他 ２１ １０
全体 ２１０ １００ 全体 ２１０ １００
図表１ 本研究の仮説モデル 図表２ 回答者の年齢構成と職業
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本分析では，Google Adwordsのターゲティン
グ機能に関する１４項目について因子分析をした。
図表４は因子分析の結果であるが，各因子の中で
因子負荷量０.４以上の項目を基準として行った。
ここでは固有値１以上の因子が２つ得られ，それ
ぞれの寄与率は，６４.１％，１３.０％となっている。
なお，図表４のパターン行列から明らかなよう
に，第一因子を「キーワード検索」，第二因子を
「行動追跡」と命名している。
５．２ 測定尺度の検証
検証の結果は図表５の通りである。各測定尺度
の内的一貫性についてはクロンバックの α係数
を用いて検討した。その結果，「評価の α係数」
（０.７７６）は「キーワード検索の α係数」（０.９３２）
と「行動追跡の α係数」（０.９４４）より多少小さく
なっているが，それは尺度の項目の数が少ない理
質問の番号 質問の内容
Ｑ１ 明白な検索キーワード（プラズマテレビ，歯医者など）に応じて，関連の広告が表示されます
Ｑ２
消費者が解決したい問題を表す検索キーワード（腸胃炎の治療法，ＥＸＣＥＬの使い方など）に応じて，
関連の広告が表示されます
Ｑ３ 生活中の問題を表す検索キーワード（かび，玄関浸水など）に応じて，関連の広告が表示されます
Ｑ４
商品の番号＆コードを表す検索キーワード（P-10113/4,DDR 2-533など）に応じて，関連の広告が表示され
ます
Ｑ５
単一の検索キーワード（例：カラオケ），或は検索キーワードの組み合わせ（例：渋谷＋カラオケ）に応じ
て，関連の広告が表示されます
Ｑ６ 国別によって関連する広告が表示されます
Ｑ７
検索キーワードの中に含まれる地理情報（例：“中野 喫茶店”の『中野』という地理情報）に応じて広告
が表示されます
Ｑ８
消費者の過去の検索履歴の中で，ある場所が頻繁に現れると，次に検索する時は，その場所に関する広告
が優先的に表示されます
Ｑ９ 消費者が利用しているパソコン＆携帯電話の所在地に応じて，関連する広告が表示されます
Ｑ１０ ウェブページのテーマと関連する広告が表示されます
Ｑ１１ 消費者の最近の閲覧履歴に基づいて広告が表示されます
Ｑ１２ 消費者のデータ（性別，言語など）に基づいて広告が表示されます
Ｑ１３ 消費者の検索履歴から興味が抽出され，それと相関している広告が表示されます
Ｑ１４ 消費者が訪問したウェブページの遷移から興味が抽出され，相関している広告が表示されます
Ｑ１５ キーワード・ターゲティング機能をどう思いますか
Ｑ１６ 行動ターゲティング機能をどう思いますか
注）Ｑ１～Ｑ１４は Google Adwordsのターゲティング機能に関する質問項目であり，Ｑ１５～Ｑ１６は評価に関する質問項
目である。
質問項目 因子１ 因子２ 共通性
Ｑ１（明白キーワード） ０.９２８ ０.０６７ ０.８２４
Ｑ２（解決キーワード） ０.９１４ －０.０４２ ０.８０１
Ｑ３（生活キーワード） ０.９５９ ０.０２３ ０.８３２
Ｑ４（番号キーワード） ０.８２２ －０.０１３ ０.６９８
Ｑ５（伸縮キーワード） ０.８３０ －０.０２５ ０.７３８
Ｑ１１（閲覧履歴） －０.０３０ ０.９２４ ０.８４８
Ｑ１２（属性データ） ０.０６０ ０.８６４ ０.８０３
Ｑ１３（興味データ） ０.０１９ ０.９４１ ０.８７６
Ｑ１４（遷移データ） －０.０３２ ０.９７６ ０.８６７
固有値 ７.０５５ １.４３７
寄与率 ６４.１％ １３.０％
累積寄与率 ６４.１％ ７７.２％
因子名称 キ ワーー ド検索 行動追跡
図表３ Google Adwords のターゲティング機能に関する測定項目
図表４ 因子分析の結果（パターン行列と因子間相関
行列）
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0.32***
0.63***
0.76***
明白キーワ ドー
キーワ ドー検索
行動機能評価
検索機能評価
評価
行動追跡
解決キーワ ドー
生活キーワ ドー
番号キーワ ドー
伸縮キーワ ドー
閲覧履歴
属性デ ター
興味デ ター
遷移デ ター
x2＝115.106（d.f＝41，probability level＝.000）
GFI＝.908， AGFI＝.852
CFI＝.967， RMSEA＝.093
係数はすべて標準化推定値であり，1％水準で有意である。
由によるものである。しかし，α係数はすべて
０.７以上の値を示しており，結果の信頼性が確保
されている。以上の検証を通し，測定尺度は妥当
であると結論づけられる。
６ 仮説検証の結果
６．１ モデルの適合度
先述の変数を用い，図表１の仮説モデルを SPSS
社の Amos２２を用いて共分散構造分析を行った。
モデルの適合度においては，主に次の基準があ
る。GFI（適合度指標），AGFI（修正適合度指
標），CFI（比較適合度指標）については経験的
に０.９以上，１に近いほど適合度が良いモデルと
され，RMSEA（平均二乗誤差平方根）は０.０５以
下であれば適合度が良く，０.１以上は適合度が悪
いモデルとされている１３）。
本研究で提示した仮説モデルと調査データとの
適合度は全て受容可能な水準になる（x２＝１１５.
１０６，GFI＝.９０８，AGFI＝.８５２，CFI＝.９６７，RMSEA
＝.０９３）。したがって，このモデルに基づいて変
数間の因果関係を検討することにする。
６．２ 仮説の検証
図表７の関係を構造方程式の推定を見ると，図
表８のとおりである。
６．２．１ 仮説検証：H１：Google Adwords のキー
ワード検索機能は消費者の評価に正の影響を与
えている。
仮説１が検証されるためには，Google Ad-
wordsのキーワード検索機能に消費者の評価との
正の因果関係が見られることが必要となる。
分析の結果，消費者の評価に対する Google
Adwordsのキーワード検索機能の影響は正の方
向で有意であった（Estimate＝.３２２，t＝５.５６８，p
＜０.０１）。すなわち，Google Adwordsのキーワー
ド検索機能が強ければ強いほど，消費者の評価は
高まるということがわかった。したがって，仮説
変数 質問項目 Mean SD α係数
キーワー
ド検索
Ｑ１（明白キーワード） ２.９６ ０.８８５ ０.９３２
Ｑ２（解決キーワード） ２.７９ ０.９２１
Ｑ３（生活キーワード） ２.８５ ０.９４４
Ｑ４（番号キーワード） ３.００ ０.９１０
Ｑ５（伸縮キーワード） ２.８６ ０.９５１
行動追跡 Ｑ１１（閲覧履歴） ２.７３ ０.８６７ ０.９４４
Ｑ１２（属性データ） ２.８２ ０.９１４
Ｑ１３（興味データ） ３.１７ ０.９８６
Ｑ１４（遷移データ） ３.１０ ０.９２８
評価 Ｑ１５（検索機能評価） ２.８８ ０.９１４ ０.７７６
Ｑ１６（行動機能評価） ３.０７ ０.９６３
評価 キーワード検索 行動追跡
評価 １
キーワード検索 .８０１＊＊＊ １
行動追跡 .９２４＊＊＊ ．６３０＊＊＊ １
注：＊＊＊＝ｐ＜０.０１，＊＊＝ｐ＜０.０５
図表７ モデルの検証結果図表５ 測定項目の記述統計
注：＊＊＊＝p＜０.０１
図表 6 各変数間の相関マトリックス
パ ス
標準化
推定値
標準
誤差
ｔ値 有意性
キ ワーー ド検索⇒評価 .３２２ .０５０ ５.６５８ ＊＊＊
行動追跡⇒評価 .７５８ .０５３ １０.９４６ ＊＊＊
キ ワーー ド検索⇔行動追跡 .６３０ .０６１ ６.８３６ ＊＊＊
注：＊＊＊＝ｐ＜０.０１
図表８ 仮説モデルの構造方程式の分析結果
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１は支持された。
６．２．２ 仮説検証：H２：Google Adwords の行動
追跡機能は消費者の評価に正の影響を与えてい
る。
仮説２の検証のために，Google Adwordsの行
動追跡機能を説明変数に消費者の評価を被説明変
数とした共分散構造分析を行った。
分析の結果，Google Adwordsの行動追跡機能
が消費者の評価に与える影響は正の方向で有意で
あ っ た（Estimate＝.７５８，t＝１０.９４６，p＜０.０１）。
すなわち，Google Adwordsの行動追跡機能が強
ければ強いほど，消費者の評価は高まることがわ
かった。したがって，仮説２は支持された。
６．２．３ 仮説検証：H３：行動追跡機能よりも，
キーワード検索機能のほうが消費者の評価への
影響が強い。
共分散構造分析の結果，キーワード⇒評価のパ
スの推定値（Estimate＝.３２２，t＝５.５６８，p＜０.０１）
より，行動データ⇒評価のパスの推定値（Esti-
mate＝.７５８，t＝１０.９４６，p＜０.０１）は高い。すなわ
ち，Google Adwordsのキーワード検索機能より，
行動追跡機能のほうが消費者の評価への影響は強
い。したがって，仮説３は棄却される結果となっ
た。
以上の分析結果を整理すると，図表９のとおり
である。
７ 仮説検証結果に関わる検討
本稿では Google Adwordsのターゲティング機
能と消費者による評価との因果関係を検証した
が，その検証結果の理解を深めるために，検討す
べき事項について述べる。その検討事項とは，
Google Adwordsの行動追跡機能よりもキーワー
ド検索機能のほうが消費者の評価への影響が強い
のは，どのような理由からなのかということであ
る。
Belkin et al.（２００３）によれば，検索エンジンの仕
組みとして，advanced search interfaceと regular
search interfaceという２つのシステムがあると
述べている。advanced search interfaceは長い検
索キーワードに向けて処理し，regular search in-
terfaceは主に短い検索キーワードを処理する。
この２つのシステムについて，Suomela et al.
（２００５）の研究では，regular search interfaceよ
りも advanced search interfaceのほうが検索結果
の正確さや豊富さは高いと示されている。しか
し，Barsky and Judit（２０１２）は，一般消費者と
して，検索キーワードの単語数は主に１個から２
個の間に集中し，消費者が見る検索結果は平均的
に２ページ以下であると指摘している。そのた
め，一般消費者が入力した検索キーワードは殆ど
検索エンジンの regular search interfaceで処理さ
れ，検索結果には間違い内容が表示されることが
あり，広告内容も正しく表示されない可能性があ
ると考えられる。
一方で先述した総務省の調査では，オンライン
広告の行動追跡機能に対して肯定的ではない態度
を持つ消費者が多いとしている。なぜならば，消
費者がオンライン広告の行動追跡機能による情報
収集に対して，プライバシーの不安を感じている
からである。しかしながら実際のところ，日本に
おいては，行動追跡による情報収集が個人を識別
できる情報でなければ，プライバシーの侵害に当
たらないとしている（西村・田中，２０１１）。その
仮説の番号 仮説の内容 検証結果
Ｈ１
Google Adwordsのキーワード検
索機能は消費者の評価に正の影
響を与えている。
○
Ｈ２
Google Adwordsの行動追跡機能
は消費者の評価に正の影響を与
えている。
○
Ｈ３
行動追跡機能よりも，キーワー
ド検索機能のほうが消費者の評
価への影響が強い。
×
図表９ 仮説検証の結果
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ため，オンライン・ターゲティング広告の行動追
跡機能は合法的であり，プライバシーを侵害する
ことはないといえる。そして広告のターゲティン
グ機能だけを見れば，キーワード検索機能より行
動追跡機能の効果が優れている。したがって，消
費者の Google Adwordsの行動追跡機能に対する
高評価は妥当かつ合理的であろう。
８ おわりに
本稿では，日本の一般消費者を対象に，オンラ
イン・ターゲティング広告の代表である Google
Adwordsの各ターゲティング機能と消費者の評
価との因果関係を定量的に明らかにした。しかし
Google Adwordsだけを用いたケースであるため，
一般化可能性については慎重に検討しなければな
らないものの，Google Adwordsを利用している
広告主に対して幾つかの戦略上の示唆を与えるこ
とができる。その示唆の内容について，以下の２
点にまとめられる。
第一に，Google Adwordsのキーワード検索機
能についてだが，Barsky and Judit（２０１２）が指
摘したように，消費者は２個以下の検索キーワー
ドを使用し，短時間で自分の欲しい情報を検出す
る傾向がある。したがって広告主にとって，自分
の広告と関連するキーワードを設定する際，キー
ワードの組み合わせを考えることよりも，個々の
キーワードの意味を見極め，数多くのキーワード
を設定した方が，広告がより正確に表示される可
能性が高くなる。こうしたキーワード検索機能を
強化することによって，消費者の評価も高くなる
だろう。
第二に，Google Adwordsの行動追跡機能につ
いて，消費者は常にその追跡手法とプライバシー
問題を連想している。Farahat and Bailey（２０１２）
によると，消費者が個人の属性と関連がある広告
に対してはマイナスな態度を持っており，興味と
の関わりがある広告に対してはプラスな態度を
持っているとしている。すなわち，個人の属性と
関連がある広告が提供されると，消費者はプライ
バシーの侵害の意識が高くなり，一方で興味との
関連がある広告が提供されると，消費者の評価は
高まる可能性がある。したがって，広告主が
Google Adwordsの行動追跡機能を使用する際，
デモグラフィックデータを通して消費者グループ
を絞るよりも，消費者のオンライン行動に焦点を
当て，興味に関わる追跡手法を用いた方が，消費
者の評価は高くなるだろう。
今後の課題としては，モデルの適応範囲を見極
めつつ，精度の高いモデルの構築を目指すととも
に，モデルの一般化可能性についても慎重に検討
していく必要がある。
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●注
１）ブロードバンドとは，電波や電気信号，光信号などの
周波数の帯域幅が広いことである。また，それを利用
した高速・大容量な通信回線や通信環境を指す（IT
用語辞典，http://e-words.jp/w/ブロ ドーバンド.html，
２０１５年９月９日参照）。
２）「インター ネット白書２００７」（http://iwparchives.jp/chives.
jp/files/pdf/iwp2007/iwp2007-ch05-04- p292.pdf，２０１５
年９月９日参照）。
３）IPアドレスとは，インターネットやイントラネット
などの IPネットワークに接続されたコンピュータや
通信機器１台１台に割り振られた識別番号である（IT
用語辞典，http : //e-words.jp/w/IPアドレス.html，
２０１５年９月９日参照）。
４）Cookieとは，Webサイトの提供者が，Webブラウ
ザを通じて訪問者のコンピュータに一時的にデータ
を書き込んで保存させる仕組みである（IT用語辞典，
http://e- words. jp/w/Cookie.html，２０１５年９月９日参
照）。
５）http://www.emarketer.com/Article/Microsoft-Surpass-
Yahoo-Global-Digital-Ad-Market-Share-This-Year/１０１１０
１２（２０１５年９月１２日参照）。
６）http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/research/
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cmr/cmr13/icmr/ICMR_2013_final.pdf#search=’Ofcom
+International+Communications+Market+Report+2013’
（２０１５年９月１２日参照）。
７）http://www.google.co.jp/ads/displaynetwork/find-your
-audience/index.html（２０１５年６月２０日参照）。
８）https://support.google.com/adwords/answer（２０１５年
６月２０日参照）。
９）http://www.bvdw.org/mybvdw/media/download/bvdw
-ak-targeting-defintionen-２００９０９２２.pdf?file=１１３７（２０１６
年３月１５日参照）。
１０）http://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/
download.php/KO４０００１００１００００２０１３-０３２４. .pdf?file_ id
=９２０５３（２０１４年１１月１７日参照）。
１１）http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/re-
search/survey/telecom/２００９/２００９-I-１６.pdf（２０１４年１２
月１６日参照）。
１２）調査はマクロミル社のモニタ会員を活用してウェブ上
で実施した。
１３）豊田秀樹（２００８）『共分散構造分析［Amos編］―構
造方程式モデリング―』東京図書，p.１８.
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